
 

受注者

発注者 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号

●●石油備蓄株式会社
代表取締役社長　石 田　昌 幸　　　㊞

下記のとおり注文いたしますので、お引き請けの際は請書を提出して下さい。

なお、詳細内容は仕様書等によります。また、本書に定める他は、請書の定めによります。

自

至

備　　　考

20●●年●●月●●日

20●●年●●月●●日

消費税額等

納入場所

請書8条第3項の規定による。

請書第6条第3項の引渡し完了後　100％月末請求締切　翌月末現金支払支払条件

（注）上記契約期間内に、検査に合格し（請書第6条第1項及び第2項参照）、引渡
しを完了しなければならない（請書第6条第3項）。

契約期間

注文（契約）番号:

注　　　文　　　書

20●●年●●月●●日

記

名　　　称

数　　　量

購入金額
金●●，●●●円
本金額には消費税額等は含まない。



  

発注者 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号

●●石油備蓄株式会社
代表取締役社長　石 田　昌 幸

受注者

下記契約条項を確約のうえ、注文をお請け致します。

自

至

名　　　称

数　　　量

購入金額
金●●，●●●円
本金額には消費税額等は含まない。

消費税額等 第8条第3項の規定による。

納入場所

20●●年●●月●●日

備　　　考

請　 　　書

20●●年●●月●●日

記

注文（契約）番号:

20●●年●●月●●日

支払条件 第6条第3項の引渡し完了後　100％月末請求締切　翌月末現金支払

（注）上記契約期間内に、検査に合格し（第6条第1項及び第2項参照）、引渡しを完
了しなければならない（第6条第3項）。

契約期間



（総  則） 

第１条 発注者及び受注者は、互いに協力し、信義を守り、誠実に本契約を履行する。なお、受注者

は、発注者が独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（以下、「資源機構」という。）から JERA

グループ（株式会社 JERA（代表企業）、東電フュエル株式会社（グループ構成企業））（以下、「JERA

グループ」という。）への国家石油備蓄基地操業に係る業務委託のうち、JERA グループから発注者へ

の委託契約に基づき本契約を締結することに鑑み、購入品の所有権に係る法的効果が資源機構に帰

属することを承認する。 

２ 契約の目的として、受注者は、本契約条項並びに仕様書、図面及びその他関係図書（以下、「仕様

書等」という。）に定めるところにより、本契約の目的物（以下、「購入品」という。）を納入し、発

注者はその代金を支払うものとする。 

３ 本契約の定めと仕様書等の定めが抵触する場合は、別途定めのない限りこの本契約の定めを優先

して適用する。 

（仕様書の解釈） 

第２条 購入品に関する規格等に疑義を生じたときは、発注者の解釈によるものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第３条 受注者は、本契約により生ずる権利又は義務の全部若しくは一部について、第三者に譲渡若

しくは継承させ、又は担保権を設定する等一切の処分をしてはならない。ただし、あらかじめ書面に

よる発注者の承諾を得た場合はこの限りでない。 

（秘密保持） 

第４条 本契約における「秘密情報」とは、次の各号をいう。 

（1）本契約にもとづく取引に関し、文書、口頭を問わず提示された技術資料 

（2）「秘密」である旨の指定がなされた資料及び情報（書面、口頭、映像等の種類、及び紙媒体、電子

媒体等の記録媒体の種類などその形式を問わない。ただし、口頭情報について「秘密」である旨を

指定する場合は、開示後３０日以内に「秘密」である旨を明記した書面により被開示者に通知する

ものとする。） 

（3）仕様書等に記載の情報 

（4）個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）に規定する個人情報 

（5）受注者が本契約に基づき知り得た事項のうち発注者の営業上、技術上の秘密でその漏洩が発注者

にとって不利益となるような事項 

２ 発注者及び受注者は、相手方の秘密情報を、相手方からの書面による事前の承諾がない限り第三者

に開示又は漏洩してはならず、また本契約の履行以外の目的に使用してはならない。ただし、次の

各号の一に該当するときはこの限りでない。 

（1）開示時点ですでに公知となっているもの 

（2）開示時点ですでに発注者又は受注者が正当に所有していたもの 

（3）開示後、発注者又は受注者の責に帰することなく公知となったもの 

（4）発注者又は受注者が第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に取得したもの 

（5）発注者又は受注者が相手方から開示された情報によることなく独自に開発したもの 

（秘密情報の適切な管理） 

第４条の２ 発注者及び受注者は、相手方の秘密情報を善良な管理者の注意をもって管理するととも



に、次の各号に定める事項を遵守し、秘密情報の漏洩、紛失、破棄、改ざん等（以下、「漏洩等」と

いう。）が生じないよう適切に管理しなければならない。 

（1）個人所有のパソコン等を用いた秘密情報の取扱い及び保存等を行わない 

（2）秘密情報の取扱い又は保存等を行うパソコンに、コンピューターウイルスの被害を防ぐためのウ

イルス対策ソフトウェアをインストールし、常に最新のパターンファイルに更新する 

（3）漏洩の可能性と影響度に応じて、秘密情報取扱規則の作成、関係者への教育、誓約書の徴収、ア

クセス管理、施錠管理、パスワード設定、情報持出し手段の制限、パソコンや記憶媒体の管理、外部

からの不正アクセス防止のための措置、その他秘密情報の漏洩等防止のための措置を講じる 

（4）個人情報については、個人情報の保護に関連する諸法令、基本方針、ガイドライン等を遵守する 

２ 発注者及び受注者は、万一漏洩等の事実又はその可能性を発見した場合は、すみやかに相手方に報

告するものとする。また、合理的理由により相手方から秘密情報の返却、廃棄、抹消等を要求され

た場合は、すみやかにその措置を講じるものとする。ただし、法令に基づく保存義務等その他の合

理的理由がある場合は、この限りでない。 

３ 発注者は、本契約に基づく業務行為に必要な限りにおいて、資源機構及び JERA グループに対し、

本条と同等の義務を課したうえで、受注者の秘密情報を開示することができる。 

（秘密情報の開示） 

第４条の３ 発注者及び受注者は、相手方からの書面による開示の承諾が得られた場合は、前条と同

等の義務を課したうえで、かつ承諾を得られた範囲においてのみ、相手方の秘密情報を第三者に開

示することができる。なお、開示を認められた発注者又は受注者は、当該第三者が秘密保持義務に

違反した場合は、相手方に対し直接その責任を負うものとする。 

２ 発注者及び受注者は、法律、政府・裁判所その他公的機関からの命令等に基づき、相手方の秘密情

報を含む報告、説明、資料提出等を求められた場合は、秘密であることを留保のうえ、必要最小限

の範囲についてこれを開示することができる。 

（納入） 

第５条 受注者は、仕様書等に定める納期までに購入品を納入しなければならない。ただし、納期ま

でに購入品を納入できないときは、遅滞が天災地変その他受注者の責に帰することのできない事由

に基づく場合を除き、遅滞金を徴収する。 

（購入品の検査及び引渡しの完了等） 

第６条 前条の納入があった場合には、発注者は、速やかに購入品について検査を行う。発注者によ

る検査の合格は、資源機構の承認を条件とする。 

２ 受注者は、前項の検査の結果不合格となり、発注者から購入品について代品納入を命ぜられたと

きは、受注者の費用で、不合格となった購入品（以下、「不合格品」という。）を発注者の指定する期

間内に引取らなければならない。受注者が指定期間内に引取らない場合には、発注者は受注者の費

用をもって不合格品を返送若しくは供託又はこれを売却して、その代金を保管若しくは供託するこ

とができる。発注者が受注者に対し不合格品の代品納入を指示した場合、受注者はその指示に従い

代品の再検査を受けなければならない。 

３ 発注者は、第１項の検査又は第２項の再検査の結果、合格と認めたときは、第１条第１項の規定

を受け、発注者は受注者に対し、発注者、資源機構及び JERA グループの連名の検査合格通知書を交

付し、その交付のときをもって引渡しを完了したものとする。 

４ 第２項において発注者が損害を被ったときは、受注者は、その損害を賠償しなければならない。 



（所有権の移転） 

第７条 購入品の所有権は、第６条第３項の引渡しが完了したときに受注者から資源機構に移転する。 

（代金の支払） 

第８条 受注者は、第６条第３項の通知を受けたときは、発注者に対し、頭書の購入金額の代金の支

払を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の支払請求を受けたときは、頭書の支払条件により受注者に代金を支払うものと

する。 

３ 発注者は、受注者が消費税法に定める納税義務者又は消費税を納める義務が免除される事業者の

いずれかにかかわらず、購入金額に消費税法及び地方消費税法に定める税率を乗じた金額を支払う

ものとする。この場合、円未満の端数があるときは切り捨てとする。 

（遅延利息） 

第９条 発注者は、約定期間内に購入品の代金を支払わないときは、受注者に対して遅延利息を支払

わなければならない。 

２ 遅延利息の額は、約定期間満了の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセント

とする。ただし、受注者が代金の受領を遅滞した日数及び天災地変等やむを得ない事由により支払

のできなかった日数は、約定期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないものとする。 

３ 前項の規定により計算した遅延利息の額が１００円未満であるときは、遅延利息を支払うことを

要せず、その額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（遅滞金） 

第 10条 第５条ただし書の規定による遅滞金は、延伸前の納入期限満了の日の翌日から購入品の納入

の日までの日数に応じ、遅滞１日につき、遅滞購入品の購入金額の１,０００分の１に相当する金額

とする。ただし、その総額が本契約の購入金額を超えないものとし、円未満の端数があるときは切

捨てとする。 

（危険負担） 

第 11条 第７条の所有権が移転する以前に生じた購入品の滅失又は毀損による損失は、受注者の負担

とする。ただし、その滅失又は毀損が発注者の責に帰すべき事由による場合は、この限りでない。 

（契約不適合責任） 

第 12条 受注者は、購入品の納入完了後、本契約で定める契約不適合責任期間内（明示のないものに

ついては第６条の３に定める引渡しが完了した日から１年間。以下同じ。）に発注者が、本契約の契

約不適合（第１条第２項に定める契約の目的を達成できないことをいう。以下同じ。）を発見し 、

第４項に定める期間内に受注者に通知したときは、受注者は、発注者の指定する方法に従い受注者

の負担において取替え又は修補、その他の方法による履行の追完（以下、「履行の追完」という。）を

行う。なお、受注者が発注者の指示と異なる方法で履行の追完をしようとするときは、あらかじめ

発注者に申し出たうえで、その承諾を得なければならない。 

２ 前項に基づき、発注者が相当の期間を定めて履行の追完を催告したにもかかわらずその期間内に

履行の追完がなされないときは、発注者は受注者に対し、代金の減額を請求することができる。 

３ 第１項及び前項の規定にかかわらず、契約不適合が受注者の責に帰することのできない事由によ

るものであるときを除き、受注者は当該契約不適合に起因して発注者がこうむる損害を賠償するも

のとし、損害賠償金については、発注者と受注者が協議して定めるものとする。 



４ 発注者が契約不適合を知ったときから１年以内にその旨を受注者に通知しない場合は、その契約

不適合を理由として履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をする

ことができない（数量又は権利の契約不適合の場合を除く。）。ただし、受注者が購入品の引渡しの

時に契約不適合を知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。 

５ 第１項の定めに基づき受注者が購入品の取替え又は修補等を行った場合の引渡しに伴う検査等は、

第６条の定めのとおりとする。また、当該取替え部分及び修補した購入品の当該修補部分並びに、

取替え又は修補の関連部分にかかる受注者の責任は、第１項にそれぞれ準ずるものとし、契約不適

合責任及び契約不適合責任期間は、取替え又は修補にかかる検査の合格日から更新されるものとす

る。ただし、かかる更新を含む契約不適合責任期間は、契約締結時の契約不適合責任期間の２倍を

超えないものとする。 

６ 第３項の契約不適合に起因する損害賠償金は、契約金額を超えないものとする。 

７ 契約不適合について、受注者に故意、重過失がある場合は、第１項及び第４項による契約不適合

責任期間の制限並びに前項による損害賠償金の制限は適用されないものとする。 

（発注者による契約の解除） 

第 13条 発注者は、受注者が次の各号の一に該当するときは、催告を要しないでこの契約を解除する

ことができる。この場合、受注者は、発注者に対し解除による損害を賠償しなければならない。 

（1）受注者の責に帰すべき事由により納期までに購入品の納入を完了することができないとき、又は

そのおそれがあると発注者が認めるとき 

（2）第６条の検査に合格しないとき 

（3）監督官庁による営業停止処分又は営業免許、営業登録の取消処分を受けたとき 

（4）受注者が差押等強制執行を受け、又は手形・小切手の不渡・支払停止その他財政状態が悪化し、

破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立がなされるなど、契

約の履行を続行できないおそれがあると発注者が認めたとき 

（5）本契約の履行にあたり、受注者が独占禁止法等、法令に違反したとき 

２  発注者は、前項の定めによるほか、必要があるときは、本契約の全部又は一部を解除することが

できる。 

３ 第１項第１号ないし第５号の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、本契

約の購入金額の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければ

ならない。 

４ 前項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、発注者が

その超過する損害の額につき受注者に賠償を請求することを妨げない。 

５ 前項の損害賠償金は購入金額を超えないものとする。ただし、受注者に故意又は重大な過失があ

る場合は、この制限は適用されないものとする。 

６ 契約解除と同時に、受注者が発注者に対して支払うべき返還代金、賠償金、遅滞金等、一切の債

務について、発注者及び受注者は、その債務と発注者が受注者に対して支払うべき代金債務（本契

約に基づくものではない債務を含む。）とを対当額において相殺することに合意する。ただし、発注

者が合意による相殺を希望しないで、それらの債務を清算する場合は、これを妨げるものではない。 

（談合等に係る損害賠償） 

第 14条 受注者が、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に

基づき、発注者が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、受注者は、購入金額（本



契約締結後、購入金額の変更があった場合には、変更後の購入金額）の１０分の１に相当する金額

（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金として発注

者の指定する期間内に支払わなければならない。 

（1）本契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５

４号。以下、「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為を行ったこと

により、次のイからハまでのいずれかに該当することとなったとき 

イ 独占禁止法第６１条第１項に規定する排除措置命令が確定したとき 

ロ 独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき 

ハ 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通知があったと

き 

（2）本契約に関し、受注者の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１項第１号に規定する刑が確

定したとき 

（3）本契約に関し、受注者（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０

年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定したとき 

２ 本契約に関し、受注者が、次の各号に定める場合のいずれか一に該当したときは、前項に規定す

る購入金額の１０分の１に相当する額のほか、購入金額の１００分の５に相当する金額、又は、受

注者が、次の各号に定める場合のいずれか二以上に該当したときは、受注者は、発注者に対し、前

項に規定する購入金額の１０分の１に相当する額のほか、購入金額の１０分の１に相当する額を損

害賠償金として支払わなければならない。 

（1）前項第１号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の２第７項の規定の適用が

あるとき 

（2）前項第１号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の２第８項の規定の適用が

あるとき 

（3）前項第２号又は第３号に規定する刑に係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者である

ことが明らかになったとき 

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出） 

第 14 条の２ 受託者は、前条第１項第１号イからハまでのいずれかに該当することとなったときは、

速やかに、次の各号の文書のいずれかの写しを発注者に提出しなければならない。 

（1）独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書 

（2）独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書 

（3）独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通知文書 

（反社会的勢力の排除） 

第 15条 発注者及び受注者は、相手方が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時

から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特

殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者をいう。以下同じ。）に該当し、又は反社会的勢力と次の

各号のいずれかに定める関係を有することが判明した場合には、何らの催告を要さず、ただちに本

契約を解除することができる。 

（1）反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき 

（2）反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

（3）自己もしくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える等、反社会的勢力を利用し



ていると認められるとき 

（4）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の関与をしていると認められると

き 

（5）その他役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関

係を有しているとき 

２ 発注者及び受注者は、相手方が自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかに定める行為をした

場合には、何らの催告を要さずに、ただちに本契約を解除することができる。 

（1）暴力的な要求行為 

（2）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（3）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（4）風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為 

（5）その他前各号に準ずる行為 

３ 発注者及び受注者は、自己が前二項に該当しないことを確約し、将来も前二項に該当しないことを

表明・確約する。 

４ 発注者及び受注者は、相手方が前項の規定に違反した場合は、何らの催告を要さずに、ただちに本

契約を解除することができる。 

５ 受注者は、委任又は下請をさせた第三者（以下、「下請先」といい、委任又は下請が数次にわたる

ときには、そのすべてを含む。以下本条において同じ。）が第１項又は第２項に該当しないことを確

約し、将来も第１項又は第２項に該当しないことを表明・確約する。 

６ 受注者は、その下請先が第１項又は第２項に該当することが契約後に判明した場合には、ただちに

契約を解除し、又は契約解除のための措置をとらなければならない。 

７ 受注者が前二項の規定に違反した場合には、発注者は、ただちに本契約を解除することができる。 

８ 受注者は、自己もしくは下請先が反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入を受けた場

合は、これを拒否し、又は下請先をしてこれを拒否させるとともに、不当介入があった時点で、す

みやかに不当介入の事実を発注者に報告し、発注者の捜査機関への通報に必要な協力を行うものと

する。 

９ 受注者が前項の規定に違反した場合には、発注者は、何らの催告を要さずに、ただちに本契約を解

除することができる。 

１０ 発注者又は受注者が前各項の規定により本契約を解除した場合、解除された当事者は、解除した

当事者に対して損害賠償を請求することができず、また解除により解除した当事者に損害が生じた

ときは、その損害を賠償するものとする。 

（受注者による契約解除） 

第 16条 受注者は、次の各号の一に該当する事由があるときは、催告のうえ発注者と締結している契

約の全部又は一部を解除することができるものとし、この場合、発注者は受注者に対し損害賠償そ

の他一切の請求をしないものとする。 

（1）発注者が差押等強制執行を受け、又は手形・小切手の不渡・支払停止その他財政状態が悪化し、

破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立がなされるなど、対

価の支払いに支障があると受注者が認めたとき 

（2）発注者の責に帰すべき事由により、発注者が正当な理由なく購入品の受領を拒んだとき 

（3）発注者が受注者に渡した仕様書等に、発注者の故意、重過失による不適切な事項があり、これに

より契約の履行が不能となったとき 



（4）発注者が本契約の各条項のいずれかの重大な部分について違反したとき 

（5）本契約の履行にあたり、発注者が法令に違反したとき 

２ 前項の定めにより本契約を解除したときは、発注者は、契約解除によって受注者がこうむる損害を

賠償するものとする。 

３ 前項の請求に基づく損害賠償金は、発注者と受注者とが協議してその額を定めるものとする。た

だし、損害賠償金は本契約の購入金額を超えないものとする。 

４ 第２項の損害賠償金について、発注者に故意又は重大な過失がある場合は、前項による損害賠償

金の制限は適用されないものとする。 

（契約に関する紛争の解決） 

第 17 条 本契約及び仕様書等の記載事項の解釈について生じた疑義並びに本契約に定めのない事項

については、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。発注者と受注者間の協議により解決

できない事態が生じたときは、第三者によるあっせんにより、その解決を図ることができる。 

（存続条項） 

第 18 条 本契約の終了後にかかわらず、本条、第４条（秘密保持）、第４条の２（秘密情報の適切な

管理）、第４条の３（秘密情報の開示） 、第 12 条(契約不適合責任)、第 14 条（談合等に係る損害

賠償）、第 14条の２（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出）、第 17 条(契約に関する紛争

の解決)及び第 21 条(裁判管轄及び準拠法)の規定は、引き続きその効力を有する。 

（裁判管轄及び準拠法） 

第 19条 本契約に関する訴訟については、東京地方裁判所の専属的な管轄に属するものとする。 

２ 本契約は、すべての点で日本法に従って解釈され、法律上の効力が与えられるものとする。 


